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はじめに

第326回の委員会では、建物賃貸借契約に
おける賃貸人の賃借人に対する敷金返還債務
は、分割債務であるが、相続人が分割承継す
るのでなく、相続により被相続人の賃貸人と
しての地位を引き継いだ者が、全部承継する
とした事例（第一審：大阪地裁　令和元年7
月31日判決、控訴審：大阪高裁　令和元年12
月26日判決　控訴棄却、上告審：最高裁第三
小法廷　令和2年10月20日決定　上告棄却

（不受理））を取り上げた。

＜事案の概要＞

賃借人であった原告（兼控訴人）が、賃貸
人と建物賃貸借契約を締結し、賃貸人に対し
敷金3000万円を差し入れたところ、賃貸人の
死亡に伴い、賃貸人の相続人らが法定相続分
に応じて、法律上当然に分割された敷金返還
債務を承継した、仮にそうでないにしても、
相続人らの間で、法律上分割された敷金返還

債務を承継する旨の合意が成立したと主張し
て、相続人の一人である被告（兼被控訴人）
に対し、敷金返還請求権に基づき法定相続分
に応じた750万円の支払いを求めた。

第一審は、原告の請求を棄却したため、原
告がこれを不服として控訴するも棄却、原告
がこれを不服として最高裁に上告するも、受
理されなかった事案である。

委員会では、遺産分割は遡及効であり、相
続時から引き継いだ人が敷金返還債務を負う
のではといった意見や、相続開始から遺産分
割される前に共同相続人が有した賃料債権
は、共同相続人がその相続分に応じて分割単
独債権として確定的に取得し、後の遺産分割
に影響を受けないとされた最高裁判例がある
などとの意見交換が行われた。詳細は「委員
会における指摘事項」（114頁）を参照してい
ただきたい。

また、委員会に先立ち行われたワーキング
グループ（不動産事業者、行政庁等で構成）

〈不動産取引紛争事例等調査研究委員会（第326回）検討報告〉
建物賃貸借契約において、当該建物の相続による所有権移転に
伴い賃貸人たる地位に承継があった場合、旧賃貸人と賃借人と
の間の敷金に関する法律関係が新賃貸人に当然に承継されると
した事例

＜敷金返還請求事件＞
（第一審）　大阪地裁 令和元年7月31日判決
　　　　　平30（ワ）2694号　判例集未登載
（控訴審）　大阪高裁 令和元年12月26日判決
　　　　　令元（ネ）1932号　判例時報　2460号‐ 71
（上告審）　最高裁第三小法廷 令和2年10月20日決定
　　　　　令和2（オ）558号　
　　　　　令和2（受）705号　判例集未登載

調査研究部
（調査研究部調査役：和田 秀之）
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でも、本事案等を踏まえ、敷金に関するトラ
ブル等について報告がなされたので、一部紹
介する。

＜ワーキング意見＞ 

○本事案判決に対する意見・感想について
・借金等の金銭債務として分割されるのと違

い、敷金の性質上「賃貸借契約と密接に関
係し、随伴すべき」で、敷金債務は、新賃
貸人が引き継ぐ、というのは当然とする意
見が多かった。

〇相続が発生したことによるトラブル等につ
いて

・賃貸人に相続が発生し、相続人間で賃料の
受け取りについての協議がまとまらない、
もしくは、相続（承継）人が分からないと
いう事態になり、敷金、賃料を供託したこ
とがある。

・入院中の高齢者が、自宅に同居していた次
男を窓口に自宅売却し、その後亡くなった
ところ、非同居の長男との間で勝手に売却
したとトラブルとなりこれに巻き込まれ
た。

・売買契約後、引渡し前に売主が亡くなり相
続が発生したが、理解ある相続人らで引渡
しまでトラブルにならなかった。

○敷金に関するトラブル等について
・敷引きのある賃貸借契約で、敷引き後の敷

金返還の金額が、賃貸借契約時の消費税率
と異なっており、変更後の消費税率で承継
される敷金返還の金額を計算し、再精算が
必要となった。

・本事案のような収益物件を売買する場合、
承継する敷金等については、以下のような
事由から参加各社とも、特に注意し取り扱
っている。
①合同会社などのSPCが売主の場合、売却
後売主法人が解散、清算されてしまうこと

もあり、後日、再精算を行うことができな
くなる可能性がある。
②契約日から決済日までが、長期間に及ぶ
とその間のテナントの入退去に伴い、敷金
額が変わることがある。
③敷金の償却がある物件を購入した場合、
会計上と契約上で償却時期が異なる場合が
ある。

○東京都から
・平成16年に「東京における住宅の賃貸借に

係る紛争の防止に関する条例」が定めら
れ、賃貸ホットラインを開設しているが、
敷金に関する相談は多い。

・上記条例において、退去時の修繕等の事前
に説明すべき項目については、宅建業者に
対し、賃借人へ書面を交付し、説明するこ
とをお願いしている。

1 ．委員会資料

＜当事者＞

［原告（控訴人）］
X：賃借人（事業法人・飲食業）

［被告（被控訴人）］
Y：個人（相続人・Aの長女）

［関係者］
A：�賃貸人（被相続人・韓国籍でY、Bの

母）
B：Xの代表取締役（相続人・Yの弟）
C：税理士
D：Bの代理人弁護士

＜判決の内容＞

［主文］
（第一審）
1　原告の請求をいずれも棄却する。
2　訴訟費用は、原告らの負担とする。

（控訴審）
1　本件控訴を棄却する。
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2　控訴費用は控訴人らの負担とする。
（上告審）
1　本件上告を棄却する。
2　本件上告審として受理しない。
3　�上告費用及び申立費用は上告人兼申立人

の負担とする。

［請求］
（第一審）

被告は、原告らに対し、750万円及びこれ
に対する本訴状送達の日の翌日から支払済み
まで年5分の割合による金員を支払え。

（控訴審）
1　原判決を取り消す。
2　�被控訴人は、控訴人に対し、750万円及

びこれに対する平成30年4月28日から支
払済まで年5分の割合による金員を払
え。

（上告審）
控訴審と同旨

［裁判所の判断］
1．認定事実

⑴　A死亡後の平成26年6月23日以降、相
続人らそれぞれの代理人は、遺産の分配
方法や日本と韓国それぞれで係属してい
た訴訟、両国における相続税の申告を含
め、Aの相続に関する各種の問題への対
応について、継続的に協議を行った。

⑵　Aには、弁護士が成年後見人として選
任されていたところ、同弁護士が平成26
年6月27日に作成したAの財産目録に
は、本件債務の記載はなかった。

⑶　相続人らそれぞれの代理人は、平成27
年1月23日、Cの属する税理士法人が相
続人ら全員からそれぞれ委任を受けるこ
とを前提に、Cを交えて、申告期限が同
年3月11日に迫った日本における相続税

の申告について、 財産内容の確認を目的
とする協議を行った。 協議に先立って
Cが作成した財産の一覧表は、財産目録
の記載に従って作成されていたため、本
件債務が記載されていなかったところ、
協議の場において、Bの代理人であるD
は、同一覧表に漏れている相続債務があ
る旨指摘した。同日の協議においては、
Dから資料が提示されることはなく、代
理人間で、漏れている債務の具体的な内
容、金額やその分配方法についての協議
はなされなかった。

　　Cを交えて相続人らそれぞれの代理人
が集まり、財産内容の確認を目的とする
協議を行ったのは、この日のみである。

⑷　相続人らは、相続税申告に際し、それ
ぞれ、必要な財産評価資料をCに提出し、
その中で、Dは、本件賃貸借契約に係る
契約書を提出した。平成27年3月5日、
Cは、相続財産評価資料を添えて、同日
時点における申告書案をYの代理人に対
して交付した。この時点での申告書案に
は、相続債務として本件債務3000万円の
記載が加えられていたが、その具体的な
負担者については空欄とされていた。

⑸　Cは、平成27年3月9日までに、本件
記載を含む形の相続人ら各人の相続税申
告書案を作成し、Yの分をYの代理人に
対して交付した。Yの代理人は、Yの日
本での相続税額が0円になることを確認
した上、同日、Yから預かっていた印鑑
を用いて相続税申告書に押印した。Cは、
同月11日までの間に、Y以外の他の相続
人らからも押印済みの相続税申告書を受
領した上、同日、各相続人らの申告書を
税務署に提出した。

　　上記の申告書完成に至る前、Cは、本
件債務につきBが全額を負担する内容で
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申告書案を作成したものの、 その内容に
Dから異議が述べられたことを受けて、 
Cは、他の代理人それぞれに連絡を取り、
相続税の申告書を提出する上では法定相
続分で申告することについて各代理人か
ら了承を得た上で、前記のとおり、本件
記載を含む内容で申告書を作成したとの
経緯があった。

⑹　Aの相続に係るY及びBの日本におけ
る相続税額は、いずれも0円であった。

2．争点1（AのXに対する敷金返還債務（以
下「本件債務」）の28分の7（韓国民法の
定めによるYの法定相続分）をYが相続し
たか）について

Ⅹは、敷金返還債務は金銭債務であるか
ら、本件債務は、賃貸人であるAの死亡に
より、当然に法定相続分に応じて相続人ら
が分割承継した旨主張する。

しかし、敷金に関する法律関係は、賃貸
借契約に付随従属するものであり、建物賃
貸借契約において建物の所有権移転に伴い
賃貸人たる地位に承継があった場合、敷金
に関する法律関係も、当然に新賃貸人に承
継されるものと解されるところ（最判昭和
44年7月17日・民集23巻8号1610頁参照）、
相続により建物所有権の移転が生じて賃貸
人たる地位の移転が生じた場合について、
これと別異に解すべき理由はない。

本件において、Aの死亡により、本件建
物に係る同人の持分権をBが相続したこと
は当事者間に争いがなく、これにより、B
は、本件建物の単独所有者となり、同時に、
その時点で、本件賃貸借契約における賃貸
人たる地位もBのみが有することとなった
のであるから、本件債務については、賃貸
人であるBが承継すべきこととなる。そう
すると、本件債務について、Yが当然に法

定相続分に応じて承継した旨のⅩの主張
は、理由がない。

3．争点2（相続人らの間で、敷金返還債務
を法定相続分に従って分割承継する旨の合
意が成立したか）について

Ⅹは、Yを含めた相続人らの聞で、本件
債務について、法定相続分割合で承継する
旨の合意が成立した旨主張する。

しかし、前記認定のとおり、平成27年1
月23日に相続人らの代理人らが集まった際
には、本件債務について、承継割合を含め
た具体的協議はなされておらず、この時点
で、本件債務につき法定相続分割合で承継
する旨の合意が成立したと認めることはで
きない。このことは、同日の協議に同席し
ていたCが、後に、本件債務をBが全額承
継する内容の申告書案を作成したことに照
らしても明らかである。

そして、その後、Dから異議が述べられ
たことを受けて、最終的に、相続人らの申
告書に法定相続分割合に従って承継する旨
の本件記載がなされたことが認められるも
のの、Cは、その経緯について、申告書の
記載としてそのようにすることについて他
の相続人らの了承を得た旨述べるにとどま
り、それ以上に、Ⅹの主張するような、C
において、実際の債務負担額についてのD
の意見を他の弁護士らに対して説明し、他
の相続人らの代理人がこれに同意したとの
事実については、これを認めるに足りる証
拠はない。  

相続税申告におけるYの関心の中心は相
続税額が0円になるか否かに向けられてい
たことが認められ、 相続人間で争いのある
債務について法定相続分割合に従って相続
税の申告を行う場合もあること等に照らす
と、Yが相続税申告書に本記載がされるこ
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とに異議を述べなかったことを殊更に重視
することはできない。本件債務は、平成27
年1月23日までYにおいてその存在を認識
していなかったものであり、かつ、前記の
とおり、当然に相続分割合に従って分割さ
れるべきとは解されないものであるとこ
ろ、本件債務の実際の負担額について具体
的な協議がなされたことが認められない本
件においては、相続税申告における本件債
務に関する記載方法を超えて、その実際の
負担割合も法定相続分割合とすることにつ
いて、少なくともYがこれに同意していた
と認めることはできず、Ⅹ主張の合意が成
立していたとは認められない。

4．Xの補充主張に対する判断
①敷金は、賃貸人が賃貸借契約に基づき賃
借人に対して取得する債権を担保するもの
であるから、敷金に関する法律関係は賃貸
借契約と密接に関係し、賃貸借契約に随伴
すべきものと解されることに加え、賃借人
が旧賃貸人から敷金の返還を受けた上で新
賃貸人に改めて敷金の返還を差し入れる労
と、旧賃貸人の無資力の危険から賃借人を
保護すべき必要性とに鑑みれば、賃貸人た
る地位に承継があった場合には、敷金に関
する法律関係は新賃貸人に当然に承継され
るものと解すべきである。そして、上記の
ような敷金の担保としての性質や賃借人保
護の必要性は、賃貸人たる地位の承継が、
賃貸物件の売買等による特定承継の場合
と、相続による包括承継の場合とで何ら変
わるものではないから、賃貸借契約と敷金
に関する法律関係に係る上記の法理は、包
括承継の場合にも当然に妥当するものとい
うべきである。
　Xは、相続の際に敷金返還債務も他の金
銭債務と同様に当然分割とすることで、 無

資力者に債務全額が承継されるなどの危険
から賃借人は保護される旨主張するが、 賃
借人にとって賃貸人の相続人を探索するこ
との労は看過できない上、新たな賃貸人に
は敷金返還債務の引当てとなる賃貸物件が
あるのに対し、賃貸人以外の相続人の資力
は賃借人にとって不明であり、賃貸人以外
の相続人の無資力の危険を賃借人に負わせ
ることになる点でも、Xの上記主張は採用
できない。
②原判決を引用して認定・説示したとおり、
平成27年1月23日に相続人らの代理人らが
集まった際、 本件債務について承継割合を
含めた具体的協議がされたとは認められ
ず、 相続人らから本件記載のある相続税申
告書に異議が述べられなかったことをもっ
て、本件債務を法定相続分に従って分割承
継するとの合意が成立したと認めることは
できない。
　Y以外の相続人らが本件債務について各
人の法定相続分相当額を支払った事実があ
るとしても、その経緯や理由は明らかでな
い上、たとえY以外の相続人らがXとの間
で本件債務を法定相続分に従って承継・負
担する旨約したからといって、Yにその効
果が及ぶものでないことは多言を要しな
い。

5．結論
以上によれば、Xの請求は理由がないか

ら棄却すべきものであるところ、これと同
旨の原判決は相当である。

よって、本件控訴は理由がないからこれ
を棄却することとして、主文のとおり判決
する。

2 ．委員会における指摘事項

○�敷金返還債務は金銭債務であるが、分割
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承継されるのでなく、賃貸人の地位を承
継した被相続人に包括承継されることに
ついて

・�仮に相続人3人が共同相続しても、その
後に遺産分割して1人に集中させたら、
敷金返還債務も承継するのは当然ではな
いか。

・�遺産分割は遡及効であり、相続時から引
き継いだ人が敷金返還債務を負うのでは
ないか。

・�賃貸借契約が継続中であれば、分割はで
きず、明渡し後に初めて返還請求権が発
生するというのが一般的な理解だとすれ
ば、そこで分割になるかというと、担保
としての機能があるので、登記が必要で
はないか。

・�単純にAとBが共有している不動産を賃
貸し、AとBが賃借人に対して敷金返還
債務を負っているとした場合に発生した
敷金返還債務が、分割債務か、不可分債
務か意見が分かれた。

・�どの時点で敷金返還債務が発生している
かが問題で、明渡しが済んでいるときは
金銭債務になり、賃貸借契約期間中はま
だ敷金返還債務は発生していないから、
民法605条の2の問題等があるのではな
いか。

・�相続開始から遺産分割がされる前に共同
相続人が有した賃料債権は、共同相続人
がその相続分に応じて分割単独債権とし
て確定的に取得し、後の遺産分割に影響
を受けないとされた最高裁判例（平成17
年9月8日　最高裁第一小法廷）があ
る。

〇�賃貸人に相続が発生し、新賃貸人が決ま
るまで賃貸人および賃借人で留意すべき
点について

・供託しかないのではないか。
・�相続人間で話し合って、誰が受取人窓口
（口座）を作ってもらうのがいいのでは
ないか。

・�実務的には、相続人間で、誰か代表者を
決めてもらい、他の人には一切迷惑等は
かけない書面等を交わしておく必要があ
るのではないか。

〇�法定相続分相当の敷金返還債務を支払っ
た、被告以外相続人らがこの支払いの返
還を求めた場合について

・�普通に返還請求が成り立つのではない�
か。

3 ．参考資料

（委員会資料より一部抜粋）
Ⅰ．参考法令等

⑴民法（改正後）
（不動産の賃貸人たる地位の移転）
第605条の2　前条、借地借家法（平成3年
法律第90号）第10条又は第31条その他の法令
の規定による賃貸借の対抗要件を備えた場合
において、その不動産が譲渡されたときは、
その不動産の賃貸人たる地位は、その譲受人
に移転する。
2　前項の規定にかかわらず、不動産の譲渡
人及び譲受人が、賃貸人たる地位を譲渡人に
留保する旨及びその不動産を譲受人が譲渡人
に賃貸する旨の合意をしたときは、賃貸人た
る地位は、譲受人に移転しない。この場合に
おいて、譲渡人と譲受人又はその承継人との
間の賃貸借が終了したときは、譲渡人に留保
されていた賃貸人たる地位は、譲受人又はそ
の承継人に移転する。

（共同相続の効力）　
第898条　相続人が数人あるときは、相続財
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産は、その共有に属する。

第899条　各共同相続人は、その相続分に応
じて被相続人の権利義務を承継する

⑵借地借家法（改正後）
（建物賃貸借の対抗力）
第31条　建物の賃貸借は、その登記がなく
ても、建物の引渡しがあったときは、その後
その建物について物権を取得した者に対し、
その効力を生ずる。

⑶民事訴訟法 
（上告の理由）　
第312条　上告は、判決に憲法の解釈の誤り
があることその他憲法の違反があることを理
由とするときに、することができる。
2　上告は、次に掲げる事由があることを理
由とするときも、することができる。ただし、
第四号に掲げる事由については、第34条第2
項（第59条において準用する場合を含む。）
の規定による追認があったときは、この限り
でない。

一法律に従って判決裁判所を構成しなかっ
たこと。
二法律により判決に関与することができな
い裁判官が判決に関与したこと。
二の二日本の裁判所の管轄権の専属に関す
る規定に違反したこと。
三専属管轄に関する規定に違反したこと

（第6条第1項各号に定める裁判所が第一
審の終局判決をした場合において当該訴訟
が同項の規定により他の裁判所の専属管轄
に属するときを除く。）。
四法定代理権、訴訟代理権又は代理人が訴
訟行為をするのに必要な授権を欠いたこ
と。
五口頭弁論の公開の規定に違反したこと。

六判決に理由を付せず、又は理由に食違い
があること。

3　高等裁判所にする上告は、判決に影響を
及ぼすことが明らかな法令の違反があること
を理由とするときも、することができる。

（上告受理の申立て）
第318条　上告をすべき裁判所が最高裁判所
である場合には、最高裁判所は、原判決に最
高裁判所の判例（これがない場合にあっては、
大審院又は上告裁判所若しくは控訴裁判所で
ある高等裁判所の判例）と相反する判断があ
る事件その他の法令の解釈に関する重要な事
項を含むものと認められる事件について、申
立てにより、決定で、上告審として事件を受
理することができる。
2～5（略）

⑷法の適用に関する通則法
（相続）
第36条　相続は、被相続人の本国法による。

⑸韓国民法
（相続の順位） 
第 1000 条 相続においては､ 次の順位で相続
人となる｡
　　一 被相続人の直系卑属
　　二 被相続人の直系尊属
　　三 被相続人の兄弟姉妹
　　四 �被相続人の四親等以内の傍系血族 ② 

前項の場合に､ 同順位の相続人が数
人あるときは､ 最近親を先順位とし､
同親等の相続人 が数人あるときは､
共同相続人となる｡  ③ 胎児は相統順
位に関しては､ 既に出生したものと
みなす｡

（相続と包括的権利義務の承継）
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第 1005 条 相続人は､ 相続開始の時から被相
続人の財産に関する包括的権利義務を承継す
る｡ ただし､ 被相続人の一身に専属したもの
はその限りでない｡  

（共同相続人の権利義務承継） 
第1007条　共同相続人は､ 各自の相続分に応
じて､ 被相続人の権利義務を承継する。

Ⅱ．一般媒介契約書ひな型

（国土交通省告示第356号　最終改正　平成17
年3月28日）
第13条　（費用償還の請求）

一般媒介契約の有効期間内に甲が乙に明示
していない宅地建物取引業者に目的物件の売
買又は交換の契約を成立させたときは、乙は
甲に対して、一般媒介契約の履行のために要
した費用の償還を請求することができる。

Ⅲ．参考裁判例

1．H21.3.24　最高裁第三小法廷判決
　民集63巻3号427頁
〇相続人のうちの1人に対して財産全部を

相続させる旨の遺言により相続分の全部
が当該相続人に指定された場合、遺言の
趣旨等から相続債務については当該相続
人にすべてを相続させる意思のないこと
が明らかであるなどの特段の事情のない
限り、当該相続人に相続債務もすべて相
続させる旨の意思が表示されたものと解
すべきであり、これにより、相続人間に
おいては、当該相続人が指定相続分の割
合に応じて相続債務をすべて承継するこ
とになると解するのが相当であるとされ
た事例。

2．H17.9.8　最高裁第一小法廷判決
　民集59巻7号1931頁

〇相続開始から遺産分割までの間に共同相
続に係る不動産から生ずる賃料債権は、
各共同相続人がその相続分に応じて分割
単独債権として確定的に取得し、この賃
料債権の帰属は、後にされた遺産分割の
影響を受けないとされた事例

3．S48.2.2　最高裁第二小法廷判決
　民集27巻1号80頁　
〇家屋賃貸借における敷金は、賃貸借終了

後、家屋明渡義務履行までに生ずる賃料
相当額の損害金債権、その他賃貸借契約
により賃貸人が賃借人に対して取得する
一切の債権を担保するものであり、敷金
返還請求権は、賃貸借終了後、家屋明渡
完了の時において、それまでに生じた被
担保債権を控除し、なお残額がある場合
に、その残額につき具体的に発生するも
のと解すべきものであるとされた事例。

4．S44.7.17　最高裁第一小法廷判決
　民集23巻8号1610頁
〇建物賃貸借契約において、当該建物の所

有権移転に伴い賃貸人たる地位に承継が
あった場合には、旧賃貸人に差し入れら
れた敷金は、未払賃料債務があればこれ
に当然充当され、残額についてその権利
義務関係が新賃貸人に承継されるとした
事例。

5．S37.4.13　東京高裁決定　
　判例タイムズ142号74頁　
〇遺産分割の対象となるものは被相続人が

有していた積極財産だけであり、被相続
人の負担していた消極財産たる金銭債務
は相続開始と同時に共同相続人にその相
続分に応じて当然分割承継されるもので
あり、遺産分割によって分割せられるも
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のではないとした事例。

6．S34.6.19　最高裁第二小法廷判決
　民集13巻6号757頁　
〇連帯債務者の一人が死亡し、その相続人

が数人ある場合に、相続人らは、被相続
人の債務の分割されたものを承継し、各
自その承継した範囲において、本来の債
務者とともに連帯債務者となると解すべ
きとされた事例。

7．S29.4.8　最高裁第一小法廷判決
　民集8巻4号819頁
〇相続人が数人いる場合において、相続財

産中に金銭その他の可分債権があるとき
は、その債権は法律上当然分割され、各
共同相続人がその相続分に応じて権利を

承継するものとされた事例。

＜おわりに＞

本件は、建物賃貸借契約における賃貸人の
賃借人に対する敷金返還債務は、賃貸人の死
亡後に、相続人が分割して承継するか、相続
により被相続人の賃貸人としての地位を引き
継いだ者が承継するかが争点となった事例
で、裁判所は、賃貸人が賃貸借契約に基づき
賃借人に対し取得する債権を担保するもので
あるから、敷金に関する法律関係は賃貸借契
約に密接に関係し、随伴すべきものと解され、
当然に新賃貸人に承継されると判断した。

本委員会での指摘事項等は、賃貸借契約に
おいて、相続によって当事者に相続人が複数
存在する場合の敷金返還等の考え方として、
参考になるものと思われる。
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時系列 

年月日 内容 

平成元年 12 月 8 日 
Ａ及びＢが本件建物を売買にて取得（Ａの持分 116 分の 96、    

Ｂの持分 116 分の 20） 

平成元年 12 年 8 日 Ａ及びＢが賃貸人となり、Ｘが賃借人となる賃貸借契約を締結。 

平成 26 年 5 月 11 日 Ａが死亡。公正証書遺言により、本件建物のＡ持分はＢが取得した。 

平成 26 年 6 月 23 日～ それぞれの相続人代理人が、相続の対応等について協議した。 

平成 26 年 6 月 27 日 
Ａの後見人弁護士が、Ａの財産目録を作成した（敷金返還債務の記

載なし）。 

平成 27 年 1 月 23 日 

それぞれの相続人からの委任を受けた税理士Ｃが作成した財産一覧

表に、敷金返還債務の記載なくＢの代理人弁護士Ｄが債務の記載漏

れを指摘する。 

平成 27 年 3 月 11 日 Ａの相続人（Ｙ含む）らは、相続税に係る申告書を提出した。 

平成 29 年 4 月 30 日 ＢとＸが、本件建物の賃貸借契約を合意解約。 

平成 29 年 7 月 13 日 Ａの相続人（Ｙ含む）らは、相続税修正申告書を提出した。 

平成 30 年 3 月 28 日 Ｘが相続人の一人であるＹを提訴（大阪地裁） 

令和元年 7 月 31 日 第一審判決 

令和元年 8 月 8 日 ＸがＹを控訴（大阪高裁） 

令和元年 12 月 26 日 控訴審判決 

令和 2 年 3 月 10 日 ＸがＹを上告（最高裁） 

令和 2 年 10 月 20 日 上告不受理決定 

         


